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日仏物品役務相互提供の実施に関する訓令の運用について

（通達）

日仏物品役務相互提供の実施に関する訓令（令和元年防衛省訓令第１０

号。以下「訓令」という。）の運用については、別に定めるもののほか、

下記によることとされたので、遺漏のないよう措置されたい。

記

第１ 基本事項

１ 協定（訓令第２条第１号に掲げる協定をいう。以下同じ。）第１条

１ａに規定する訓練の実施に当たり、その実施に係る一般命令等にお

いて事前準備の業務や事後処理の業務が明確に示されているときは、

これらを当該訓練の一部とみなして物品又は役務の提供に必要な手続

を行うことができる。

２ 訓令第２条第２号の「協定付表に掲げるもの」には、次の各号に掲

げるものは含まれない。

⑴ 自衛隊の使用する自動車（公道で使用する場合に限る。）

⑵ 自衛隊法施行規則（昭和２９年総理府令第４０号）第１６条から

第１９条までの規定により定められた服制

３ 訓令第２条第３号の「協定付表に掲げるもの」には、電波の周波数

は含まれない。

４ 訓令第２条第２号及び第３号の「協定付表に掲げるもの」として、

協定第２条１に基づき提供する弾薬は、装備品等及び役務の調達実施

に関する訓令（昭和４９年防衛庁訓令第４号）別表大分類１３弾薬及



び火薬類の表の１３０５の項、１３１０の項、１３１５の項、１３２

０の項、１３２５の項、１３３０の項、１３４０の項、１３６０の項、

１３６１の項、１３６５の項、１３７０の項、１３７５の項、１３７

６の項及び１３９０の項に掲げるもの（手続取決め（訓令第２条第４

号に掲げる手続取決めをいう。以下同じ。）第２条４により提供しな

いこととされているものを除く。）とする。

５ 訓令第２条第２４号の「同種であり、かつ、同等の価値を有する役

務」とは、社会通念上類型が同一のものであり、役務から受ける効用

が提供した役務と同程度である役務をいい、その細部の基準は、防衛

装備庁長官が別に定める。

第２ 訓令第２章関係

１ 物品の決済等

⑴ 訓令第９条第２項の「前項第１号に掲げる場合において同号に規

定する決済を行うことができないと認めるとき」とは、物理的に同

一の物品を返還することが不可能となった場合のほか、返還のため

に要する輸送や労力に著しく経費を要する場合等同一物品を返還す

ることが合理的ではないと社会通念上認められる場合をいう。

⑵ 訓令第９条第３項の「物品の返還による決済を行うことができな

いと認める場合」とは、物理的に同種、同等及び同量の物品を返還

することが不可能となった場合のほか、返還のために要する輸送や

労力に著しく経費を要する場合等同種、同等及び同量の物品を返還

することが合理的ではないと社会通念上認められる場合をいう。

２ 満足のできる状態及び方法

訓令第９条、第１８条及び第１９条の「状態及び方法」とは、提供

物品の形状、破損、汚損状況その他の状態及び受領証明済仏軍受諾証

又は受領証明済受諾証に記載されている返還期日、返還場所その他の

条件をいう。

３ 同種、同等及び同量の物品

訓令第９条、第１８条及び第１９条の「同種、同等及び同量の物品」

とは、社会通念上類型が同一のもので、同一の用途に使用でき、等級

及び品質並びに容量、数量及び重量が物理的に同程度である物品をい

う。

４ 物品の提供場所

⑴ 訓令第２章第２節の物品の提供は、提供する物品の所在する場所

において行うものとする。

⑵ 前号の規定にかかわらず、仏軍実施権者との協議により、仏軍が

要望する受領地において当該物品を提供することができるものとす

る。この場合において、提供場所までの輸送の役務が生じるときは、

実施権者は仏軍実施権者に対し、当該輸送についての決済を求める



ものとする。

５ 仏軍に提供した物品について、償還による決済が行われる場合の措

置

訓令第１８条第２号の規定により償還による決済が行われる場合に

は、物品管理官は、次に掲げる措置を講じるものとする。

⑴ 当該物品については、亡失したものとして物品管理法施行令（昭

和３１年政令第３３９号）に定める措置を講じるものとする。この

場合においては、同令第４２条ただし書の規定により異動の記録が

必要とされない場合を除き、物品亡失報告書の備考欄に「日仏物品

役務相互提供該当物品」と注記するものとする。

⑵ 前号の物品管理法施行令に定める措置のうち、物品管理簿の整理

を行う時期は、訓令第１８条に規定する修正された受領証明済受諾

証の謄本の送付を受けたときとする。

６ 納入告知書の送付

訓令第２０条第２項に規定する納入告知書の送付は、手続取決めに

定められた仏軍の指定する会計機関に対して物品の提供後６０日以内

を目途に行うものとする。

第３ 訓令第３章関係

訓令第３６条第２項に規定する納入告知書の送付の時期及び送付の方

法は、実施取決めで定めることができる。

第４ 訓令第４章関係

役務の提供に係る償還において、当該役務に伴い消費される消耗品で

あって、同種、同等及び同量の物品による返還が適当でないものは、訓

令第４１条に規定する直接費又は間接費として処理するものとする。

第５ 訓令第５章関係

１ 輸出手続等

⑴ 幕僚長は、訓令第４５条第１項の経済産業大臣の許可等を必要と

する場合には、経済産業大臣に申請するために必要な資料をとりま

とめ、当該許可等を得ようとする時期の概ね１ヶ月前を目途として

防衛大臣に上申するものとする。

⑵ 実施権者は、前号の経済産業大臣の許可等を一括して受けた場合

において、当該許可等に係る物品を輸出したとき又は当該許可等に

係る役務を取引したときは、経済産業大臣の定めるところにより、

物品及び役務の提供又は返還のための輸出又は役務の取引の実績を

幕僚長に報告するものとする。この場合において、幕僚長は、その

内容を防衛装備庁長官に通知するものとする。

２ 輸入手続



⑴ 幕僚長は、訓令第４６条第１項の輸入協議を必要とする場合には、

経済産業大臣との協議に必要な資料をとりまとめ、当該協議につい

ての同意を得ようとする時期の概ね１ヶ月前を目途に防衛大臣に上

申するものとする。

⑵ 実施権者は、輸入協議が行われた物品を輸入した場合において、

当該物品が仏軍から返還を受けたものであって、輸出に係る経済産

業大臣の許可等を一括して受けたものであるときは、経済産業大臣

の定めるところにより、その実績について幕僚長に報告するものと

する。この場合において、幕僚長は、その内容を防衛装備庁長官に

通知するものとする。

⑶ 実施権者は、輸入協議が行われた物品を輸入した場合において、

当該物品が仏軍から提供を受けたものであって、仏軍への返還のた

めに輸出に係る経済産業大臣の許可等を一括して受けることが見込

まれるときは、経済産業大臣の定めるところにより、その見込みに

ついて幕僚長に報告するものとする。この場合において、幕僚長は、

その内容を防衛装備庁長官に通知するものとする。

３ 税法に係る手続

⑴ 国税に係る所要の手続

訓令第４７条の国税に関する法律に係る所要の手続とは、関税法

（昭和２９年法律第６１号）第２条第１項第２号に規定する輸出を

し、又は同項第１号に規定する輸入をしようとする物品についての

同法第６７条に基づく申告その他の通関手続をいう。

⑵ 地方税法に係る所要の手続

訓令第４７条の地方税法に係る所要の手続とは、地方税法（昭和

２５年法律第２２６号）附則第１２条の２の７第１項第１号の規定

に基づき軽油引取税を課さないこととされた軽油の引取りに係る軽

油を仏軍の船舶の動力源に供するため提供する場合に必要な同条第

７項において読み替えて準用する同法第１４４条の２７第１項に定

める手続及び同法附則第１２条の２の７第１項第２号の規定に基づ

き軽油引取税を課さないこととされた軽油の引取りに係る軽油を仏

軍に提供する場合に必要な同条第４項において読み替えて準用する

同法第１４４条の３第３項に定める手続をいう。

第６ 訓令第６章関係

１ 実施取決め及び手続取決めの付表

⑴ 訓令第４８条第１項に規定する実施取決めの締結及び同条第２項

に規定する手続取決めの付表の追加又は修正を行う場合には、あら

かじめ防衛省本省の内部部局及び防衛装備庁の内部部局の関係課と

調整した上で、訓令の内容と整合のとれた内容とするものとする。

⑵ 日仏物品役務相互提供の手続に必要な署名は、実施取決め又は手



続取決めの付表において定めのある場合に限り、公印の押印をもっ

て代えることができるものとする。

２ 防衛大臣への実績報告

⑴ 訓令第５３条第２項（同条第３項の規定により読み替えて適用さ

れる場合を含む。）に規定する防衛大臣への報告は、別紙様式によ

り行うものとする。

⑵ 訓令第５３条第３項の重要影響事態安全確保法第３条第１項第２

号に規定する後方支援活動の終了後とは、同法第４条第１項に規定

する基本計画に定められた後方支援活動が終了した後をいう。

⑶ 訓令第５３条第３項の米軍等行動関連措置法第２条第８号に規定

する行動関連措置の終了後とは、武力攻撃事態等及び存立危機事態

における我が国の平和と独立並びに国及び国民の安全の確保に関す

る法律（平成１５年法律第７９号）第９条第１項に規定する対処基

本方針に定められた行動関連措置が終了した後をいう。

⑷ 訓令第５３条第３項の国際平和協力支援活動法第３条第１項第２

号に規定する協力支援活動の終了後とは、同法第４条第１項に規定

する基本計画に定められた協力支援活動が終了した後をいう。

第７ その他

この通達に定めるもののほか、この通達の細部要領に関し必要な事項

は、防衛装備庁長官が定めるものとする。

附 則

この通達は、令和元年６月２６日から施行する。



別紙様式

（機関名：　　　　）

（仏軍への要請分）、（仏軍への提供分）：作成時、該当しない部分を削除する。 金額単位：円

　　令和　　年度　／四半期　日仏物品役務相互提供実績

提　供（受領） 決　　済

№訓練等名 発注者 受諾者 発簡№
要請年
月日

区　分
物品の品名
もしくは
役務の内容

要求数量 単価 金　額 備　　　考

数量 年月日 部隊等 場　所 方法 数量 年月日 部隊等 場　所


